



































































































































































































































十九輯餘暇生活の研究』（1923年４月）の，「二 餘暇生活の実際 第一篇 施設より見たる餘暇

















(26) 大阪市役所労働調査課編『労働調査報告 第十九輯 餘暇生活の研究』（1923年。大阪市役所編『労働調査報
告 復刻版 ６』（1977年）にも所収），139～140頁（復刻版 215～216頁）。
(27) 「敷地だけ」で未完成の公園２つのデータに対応する地図資料が本資料には存在せず，大阪市の調査データ内
に存在しない公園である「藤田小公園」の見取り図が本資料には存在する。
(28) 野村良樹「日本統計発達史と大阪市社会部『労働調査報告』（上）」（『経営研究』33（3）（大阪市立大学商学
部経営研究会，1982年）），32~33頁。
(29) 大林前掲書，52頁。
考えられるが，資料・文献的裏付けが得られていないのが現状である。
その他資料
上記資料群のいずれにも分類されない資料群から成る。
具体的には『朝日新聞』創刊号（30），「新日本鳥瞰図」（31），「全国鉄道壱万哩記念 大日本交通全
図」（32），及び1868（明治元）年から1920年までの日本の社会福祉関連団体・施設の創設年表（方
眼紙・ペン書き）の４点である。
社会福祉関連の年表は，「貧児教育」・「老衰者保護」・「感化」など16の項目ごとにおける日本の
社会福祉事業関連施設の設立年月日が記された資料となっている。
そして本資料は，大原社会問題研究所が刊行した『日本社会事業年鑑』大正10年版（1921年６
月）の「第二篇 日本社会事業の概要」（33）内の社会事業関連施設データに一部対応している。本
資料は「日本社会事業の概要」編纂のためのデータとして作られたか，あるいは編纂後のさらなる
調査研究で得られた社会事業施設関連データを視覚的に整理するために作られたデータであると考
えられ，つまるところ『日本社会事業年鑑』編纂と関係した資料である可能性が高い資料である。
また，「ニューステイツマン 1926年附録」と過去の分類者の手によって記された封筒に封入さ
れた外国人思想家と思しき顔写真・似顔絵の描かれた資料が32点（34）存在するが，本資料群の資料
とは大きく性格の異なる資料であり，本資料群と分けて分類・整理することとなったため目録及び
本資料紹介から除外する運びと相成った。この点ご理解とご容赦を頂きたい。
おわりに
以上が今回新たに「発見」された資料群の簡単な紹介となる。いずれの資料群も大原社会問題研
究所自身の活動の過程及び，研究所との深い関係の下で作成・移管された資料を含む貴重な原資料
群である。
大きく分類した５つの項目のうち，社会運動組織関係の３つに関してはその時代こそ異なるもの
の，運動組織の再編・合同という運動史上の一大転換期に関する資料群となっている。これらの資
料は各組織の大会の場で実際に掲げられ，大会の企図するものや運動の方向性を人々に指し示す目
的で作成・使用された資料であり，学術的にも展示物としても価値ある資料群であると言える。
また大阪市の調査関連資料に関しては当該期に刊行された市の工業統計などの資料と組み合わせ
ることで，数表データだけでは把握の難しい当時の大阪市の工業動向に関する調査・研究の一助と
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(30) 1879（明治12）年１月25日創刊号。森川隆夫氏（大原社会問題研究所 初代図書主任）寄贈であることを示
す押印あり。過去の分類者の手によって封筒詰めされた状態にあった。
(31) 1920年11月３日，『東京朝日新聞』第15352号 附録。
(32) 1925（大正14）年１月１日，『東京日日新聞』第17352号 附録。
(33) 『日本社会事業年鑑』大正10年版（同人社，1921年。文生書院，1975年 復刻），143～258頁。
(34) このうち13点の資料には裏面に「大原社会問題研究所図書」の押印があり，過去に大原社会問題研究所図書
室で整理された形跡が窺える。
なる可能性があり得る。また大阪における余暇・娯楽の空間としての公園を取り巻く状況や大阪市
の都市計画のあり方など近代大阪市を巡る調査・研究の分野に資料的寄与を齎し得る。本資料群は
こうした方向での学術的貢献などが見込まれ得る。さらに1920年代初頭の大原社会問題研究所と
大阪市の社会調査事業との近似性・関係性に繋がり得るという点でも可能性を秘めた資料群である
と言える。
なお，本資料群はこれまでの保存状況などの影響で資料の劣化が著しく，現状のままでは閲覧・
展示に供することが難しい状態にある。資料のデジタルデータ化なども含め，本資料群保存・公開
体制の構築に向けて大原社会問題研究所ではこれから鋭意作業を進める方針である。この点予めご
了承を願いたい。
最後に，本資料は先行研究や他資料・文献との関連性も含め，さらなる調査・検討を要する資料
群であるため断定的でない記述が多くなってしまったことを深くお詫びすると共に，本資料群の整
理と来たるべき資料公開が資料利用者にとって大きな意義を齎すことを祈念しつつ，本資料紹介を
終える形としたい。
（たてもと・ひろゆき　法政大学大原社会問題研究所兼任研究員）
86 大原社会問題研究所雑誌　№659・660／2013.9・10
